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1 .はじめに

本稿では、「特別の教育課程」の実施状況、「日本語」という教員免許の可能性、その他の日

本語教育に関する文教施策、外国人受け入れ拡大策としての技能実習生などの問題を主として

扱う。それぞれの問題は2014年度にもIIlJ:W点が指摘されながらも根本的な検討-がなされないま
ま20日年度にも受け継がれ、場合によっては問題点が多くなっている口

世界的に見れば、 20日年1月7日にパリでのシャルリー・エブド襲撃事件に始まり、 11月13

IJのパリ同時多発テロ事件やトルコのイスタンプールやインドネシアのジャカルタでの爆弾テ

ロに至るまで多くの事件が起こっている。それに伴って、アフリカや中東で多数の難民・移

民の移住が悲惨な事件・事故を引き起こしているo 2016年1JJ 23 EI発表の日本の難民認定は、

7.586名申請して認定されたのはわずか27名というのが現状で、ヨーロッパでの受け入れとは

あまりに違いすぎることを考えると、日本での移民問題をTE而から取り扱わなければならない

H寺mJに来ていると強く感じている。日本での外国人受け入れの際の日本語施策の現状を批判的
に記述するのが、本稿の日的である c

2. r特別の教育課程Jの実施状況
2014年度から、学校長などの判断により全凶の公立小中学校に在籍する日本語指導が必要な

児荒生徒に対して「特別の教育課程Jとして日本語が教えられるようになった。しかし、その
実施にあたっての重要な資料である f外同人児竜生徒のためのJSL対話型アセスメントDLAJ
(以下、 íDLAJ と略称)がサイト上に公開されたのは201μド 3 月 20 日であり、~者は2014年

4月からの実施については問題が多いと感じていた口その問題点を検証する大事な資料が3点

発表された口

まず第一は、 2014{r:5月1日現夜で行われた調奇結果を文部科学省がとりまとめた rr日本
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語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査(平成26年度)Jの結果についてJ(http:// 
www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/04/1357044.htm)である。これは、 2015年4月24日に公

表されている。詳しくは元の資料にあたっていただきたいが、元の資料では事実関係を述べて

いるだけなので、ここでは筆者が注目する数字についてコメントを付することとする。

日本語指導が必要な外国人児童生徒は29，198人で、前回調査より2，185人増えているが、気に

なるのは特別支援学校の数字である。 2010年は132人、 2012年は8人、 2014年は37人となって

おり、 2年ごとの小中学校の児童生徒数にしては数字の仰が大きい。この原悶を筆者は、デー

タを出した学校では児童生徒の日本語力の差が、外国籍によるものなのか、|埠がいによるもの

なのかの判断が十分についていないことにもあるのではないかと考えている。また、日本語指

導を受けている特別支援学校の児童生徒数も増えているのである。特別支援学校の日本語教育

については、まだほとんど分析・研究がされていない。

2012年度から始まった日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒は7，897人で1.726人増えてい

るが、その中でも言語別ではフィリピン語が最も多いことは注視しておかなければならない。

なお、日本語指導が必要な外国人児童生徒の場合は「母語」という用語を使っている。この

「母語」という認の定義は、現在確定している訳ではないので、現場の教員は問答する際に困っ

たと思われる。調査梁では、「母語とは当該児童の第一言語(日本語を除く )Jとされている

が、その「第一言語」という定義も確定している訳ではない。従来の日本語指導では、中国語

やポルトガル話の児童生徒の日本語指導が中心であり、フィリピン語の児童生徒に対する日本

語指導の方法は今後の重要なテーマである(東京外国語大学多言語・多文化教育研究センター

のサイトに「在日フィリピン人児童のための教材」が公開されている。 http://www.tufs.ac.jp/

commonl mlmc/kyozail philippines/)。また、海外からの州国児童生徒が減っていることを考

えれば、増えた分の'1:1で、どのような子どもが日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒なのか

の詳しい調査が必要と考える。日本での滞在年数と環境がその児童生徒の日本語力に関係する

ことは既に知られていることなので、その速いによって指導方法を変える必要があるからであ

る。

注目すべきは、 2014年4月1日から始まった「特別の教育課程」による日本語指導を受けて

いる児童生徒数が出ていることである。この諜程で日本訴指導を受けている外国人児童生徒数

の割合は、小学校27.1%、中学校23.2%で、日本国籍の児武生徒の割合は、小学校で21.2%、中

学校で19.0%である。ちなみに、特別支援学校は小中学校合わせて3人である。この数字の少

なさはこの課程が始まってから 1か月後の調査であるためとも考えられるが、後で述べるよう

に、「公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業」で支援を受けて

いる公立学校では「特別の教育課程Jの実施は「必須」事項であるにもかかわらず、さらに低
い数字となっている。また、「特別の教育課程」による日本語指導の実施に必要な取り組みに

ついては、外国人児量生徒と日本国籍の児童生徒のどちらに対しても、小学校・中学校・特別

支援学校の約80%、中等教育学校の約70%が「体制整備Jを選んでいる。これについては、選
択肢の作り方に問題があると筆者は考えている。つまり、この調査の時点では、筆者は「特別

の教育課程」が現場-に十分に理解され持及しているとは考えられないと感じているからである。

この点については、文部科学省は早くも2015年11月51:1に「学校における外国人児童生徒等に

対する教育支援に|則する有識者会議Jを立ち上げて、半年程度で、充実方策をとりまとめるとし
ている。この点については、後で詳しく扱う。
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日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する学校は6.137校で、 373校増えていて、 5人未

満の少数在籍校が8割近くを占めている。また、日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒が在

籍する学校も3.022校で497校増えていて、 5人未満の少数在籍校も 9割近くを占める。また、

市町村レベルでみても、日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する 5人未満の市町村は全

体の5割を占め、日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒が在籍する市町村は全体の6割近く

を占める。つまり、日本語指導が必要な児章生徒は、全国に散在しているのである。これでは、

従来想定されていた拠点校やセンター校で行う指導体制で「特別の教育課程Jを全国に普及促
進させるという構想は成立しにくくなった。この点も、上述の有識者会議で検討されることに

なっている。

二つ目は、 20日年10月21日にCLARINETに登録された「平成26年度 f公立学校における
帰凶・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業jに係る報告書の概要J(http://www. 
mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinetl003/001/1362722.htm)である。これは、「特別の教育課

程」が初めて実施された年度の42地域(6府県(19県市)、 11指定都市、 12中核市)の支援事

業の報告書であり、前述の調査結果のように実施後1か月の調査ではなく、より地域の実態が

わかる資料であると筆者は考えたu ちなみに、 20日年度の支援事業は、 53地域 (9府県 (27都

市)、 12指定都市、 14中核市)に拡大している。この資料は全体で252ページの膨大なものであ

るので、筆者の閃心のある 3点、つまり、実施体制に日本語教育関係者が入っているか、「日

本語能力測定方法Jを利用しているか(これは支援を受けるにあたっての必須事項である)、
「特別の教育課程」による日本語指導を実施しているか(これも必須事項)の3点についての

み要点を述べる。

まず、実施体制に日本語教育関係者が入って「特別の教育課程」による日本語指導に関わっ

ているかどうかという点であるが、報告ミlj:の記載のとおりに列挙する。担当者については不明

のものが多く、筆者の推測で実名を挙げたものがあることをお許しいただきたい。

静岡県(静岡大准教授。筆者注:1l_¥1際交流センターに日本語教育が専門の准教授がいる)、

桑名市(大学教員)、鈴鹿市(助言者として大学院教授。手作者a:早稲田大学の川上氏であ

ろうか)、津市(三重大准教授。筆者H::教育学部に日本語教育が専門の准教授がいる)、滋

賀県(大学教員)、兵時県(東京外大教授。筆者注:i特別の教育課程」作成に関わった伊東
氏たちのメンバーのどなたかであろう)、芦屋市(学識経験者)、横浜市 (DLA開発に関わっ

た大学教授。筆者注:DLAとは、「日本語能力測定方法」のこと、兵庫県と同様のメンバー

の一人)、浜松市(静岡文化芸術大学教授。筆者注:後述する文科省の有識者会議のメンバー

の一人の池上氏であろう)、神戸市(有識者)、広島市(日本語指導協力者。筆者注:協力者

登録の条件をみると、日本語教員の有資格者のことである)、長野市(信州大教育学部准教

授、)、姫路市(大学教員)

次に、「日本語能力測定方法Jの実施状況について述べる口すべての地域で「日本語能力測
定}J法」を実施したと回答したのは、 i幸市だけである。その他の地域は実施状況が不詳である

ので、誤解を招かないために煩演ではあるが報告書の実施状況をそのまま列挙する。ほとんど

の地域が、今後取り組む予定のようである。

太田市(研修会。慣れる必要がある)、静岡県(研修会)、桑名市(実際の調査を想定した

研修)、四日市市(本市独自に策定した資料を利用。 DLAは研究の緒)、鈴鹿市(一部で活

用。測定にはl時1111がかかるため、 ]SL児躍が多く在籍している学校では活川が難しい。 DLA
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については理解.を深める必要がある。筆者注 :]SL児童とは、第二言語としてLI本請を学習

している児童のこと)、津市(グループで研修。すべての学校で実施。 津市版能力把保スケー

ルをもとに能力iJIIJ定)、危山市(研修。 fu.山市独自の方法あり)、伊賀市(協議、研修)、松

阪市(学習会・研修会口活用法については検討.)、滋賀県(説明した)、長浜市(言及なし)、

近江八幡市(対象児主に実施。研修をしたが周知していない)、甲賀市(iJIIJ定の実施に努め

た。 I時間と人の|則係で取り入れることはできない)、湖南市(県教委から指導)、宇治市(配

布した)、福知山市(任意で実施し確認会を実施)、兵庫県 (4I匝|の協議会実施。学識経験者

を自主的に招訪)、芦屋市(センター校で研修実施)、初米i!i(学習会で測定者の技能向上を

凶る)、横浜市(研修し、選出した学校でiIIiJ定。共通理解ができた)、川崎市(研修会を開

催。川崎市独自の取り組みを活用しながら徐々にDLAを活)11)、相模原市(巡回指導講師が

尖施)、浜松市(研修会開催)、名古屋市(活用方法を協議)、京都市(適宜実施。実施者の

主観による部分が大きい)、大阪市(研修会IJH1U{)、堺市(指導主事を派遣し実施)、神戸市

(学習会開催。研修する)、広島市(協議会j;~J1UD、北九州市(専任会議・研修会開催。測定

者によって評価が変わる)、郡山市(研修会開催。iJ{IJ}Eの時1111が確保できず)、宇都宮市(拠

点校で協議会をIm11!tし、測定)、船締i!i(研修会を開催。センター校で実施)、横須賀市(実

施したが、対象者不詳)、長野市 (DLAを活用した指導方法の演習)、盟111市(活mの研修
会開催。市内の学校で実施)、大津市(研修会開催。各校で実施)、豊中市(:3人に実施口豊

中市独自の実態調査との関連が課題)、ÿl:~路T!i (実践研究をするが改善の余地あり)、松山市

(実施するが実態不詳)、久留米市(項FIのみの講話)、長崎市(rjt国人に実施)

「特別の教育課程J の実施状況は、支援を受けた際の実施必~JUJi.項であるにも関わらず、「日

本語能力測定方法J 以上 lこ実態がわかりにくし、。中には、報告書に「特別の教育 Jl~~f;IU につい

ての言及がない地域が3か所あった(兵時県、川崎市、船橋市)。ここでも、実施の実態がよ

くわからないので、誤解を招かないために煩加であるが全てを列挙する。

太田市(研修会を開催。内容のHi] ~11徹底)、静岡県(研修会開催。今後工夫)、桑名市(大

切さを確認。計|由i立案まで辿りっきにくい)、四日市i!i(協議会実施。課題の洗いIBし)、鈴
@i!i (バンドスケールを更に進め、 DLAを活用しながら多耐的・総合的に支援。筆者注:
早稲田大学の川上氏が開発したバンドスケールとDLAでは全く異なるものなので、併用は

無限だと考える)、 j;lnli(導入に向けて協議。 津市版カリキュラムがあり、研修が必要)、色

LLI市(協議検討)、伊勢市(協議検討。 学問を重ねる必要)、松阪市(協議。，Ijで統ーした様
式による活用方法を考える)、滋賀県(説明)、長浜市(言及なし)、近江八幡市(協議会開

催)、巾賀市(周知する。協議会はない)、湖南市(県教委から指導。情報伝述をする)、宇

治市(協議。実践研修)、福知山市(協議。確認)、兵Jrl机!

指i導草者確{保呆の必必、要)，、 !4収初;抑初リ羽j来市 (J足毛カがfかりとしての協議)λ、十紺繊F民iね浜E市 (協議会)λ、川山附;有t川T司市li(言及な

し)λ、相模原市(什"↑怖1'1'附.1Y古lf庁!?j幸羽報I!叫4収兄集口|孟11際教室で試行したい)、浜松di(協議会口教員免許をJ守ってい
ない支援者の取り扱い方)、名古同市(内容を検討)、京都市(協議会。全ili的に尖施する

が、現在の人材では蛾しい)、大阪市(協議会開催。体制作りを整備)、堺市(協議会開催)、

神戸市(協議会開催)、広島市(協議会H~J1m) 、北九州市(導入を検討)、郡山市(協議会開

flIt) 、宇都宮市(協議会開催)、船橋市(~.及なし)、横須賀市(協議会開催。研修)、長野市

(協議会開催)、収川市(協議会開催。既に個別の指導計画iあり)、大津市(協議会IJfJfIlD、豊
中市(協議会開111D 、航路市(協議会IJ~HIlD 、松山市(協議会 1Jf.J 1mり内容にばらつきがある)、
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久間米市(協議会開催。講話のみ)、長野市(協議会開催)

これらの地域は外国人児童生徒等に対する H本語指導としては先進地域であり、文部科学省

からの支援をもらっているにもかかわらず、「特別の教育課れ」の実施には程遠いというのが

実態であると筆者は感じているc

三つ口は、「学校における外国人児章生徒等に対する教育支援に|則する有識者会議J(http:// 

www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/121/index.htm)の資料である o 2015年llrJ5日にこ

の会議開催が決定し、何年12月1FIに第 11111の会議が閃かれていて、 2016年1月911の時点で

議事録と配布資料が公開されているc 委nは、悶際教育・1:1本説教育関係者、外国人児童生徒
が多く在籍している地域の担当者で構成されている。所信2は文部科学省初等'1:'等教育局凶際教

育諜日本語指導係で、オブザーパーとして内閣府政策統-ti~n定住外IttJ 人施策推進宗参~Jf・官、外

務省領事局外国人課課長、法務省入国符JlR局在留諜課長、総務省1':1治行政局l:lil~fi~宗室長、厚生

労働省職業安定同派遣・有期労働対策部外Lill人雇m対策課税長、経済産業省産業政策局産業人
材政策担当参事官室室長が出席することになっているc オブザーパーのメンバーから、この有

識者会議は実際に地域の学校に在籍している外国人児章生徒への対応を検討するもので、新た

な制度などを検討する会議ではないことが推測される。たとえば、議事録では、北海道教育大

学の藤巻秀樹氏が 11:1本語教日Jfjの免許みたいなこともちょっと検討-していただき」と発言して

いるが、座長から事務局へ発言を促していないのである。もし外国人児童生徒への日本語指導

を小'1'学校の免許に組み込むならば、文部科学省初等中等教育Ji，j教職員諜の担当者が入ってい
なければならないので、この段階で日本説教師の免許については、扱わない方針が文科省内部

では決定していたと考えられる。この点は、後で詳しく触れる。

配布資料3-1I外国人児童生徒等に対する教育支援に|則する基礎資料」に I[慨要]r特別
の教育課程jの編成・実施についてJがあり、そこには Ir特別の教育課程Jによる日本語指
導の実施状況等Jの資料が示されている円そのIJ'の1[上記則前生徒のうち『特別の教育課程』
による日本語指導を受けている者の割合(平成26年5月1LI現布)] Jで示されている数字と、
J~.でj主べた「第一J の数字がわずかに異なっているO この資料で示された数字と並べて示して

おく口

「三つ目」の資料

「第一Jの資料

外同人児t'Ii:'I:徒
小学校 中学校

26.7% 22.9% 

27.1 % 23.2% 

日本同特の見f往生徒

小学校 "'~J:校

20.9% 18.9% 

21.2% 19.0% 

発J三時期を考えれば、 fiつ日jのイJ，1続行会議の資料の数字を使用すべきかと思われる。な
お、この「基礎資料」には、このほかに、 I'MI可・外国人児 ì'ií:!I~徒に対する日本語指導の現状J

として、「①日本訴指導が必要な児童生徒が多様化しているJことと「②H本訴指導が必要な
児?往生徒には集性化.It~夜化の傾向がみられる」ことが挙げられている。筆者は 1:.で・は散在化

の傾向を指摘しておいたが、文部科学行はいくつかの地域の集H:化も問題と従えていることが
わかる。また、「山等学校における受入れJゃ「外国人生徒の'1'学校卒業後の進路」も示され
ていて、イi益である。今後は、外国人山/j'i:生徒に対する IJ本Iili指導を扱う際の基礎資料となる。

なお、この有識行会議は、 2016年6}jをLI途に報告i与をとりまとめることになっている。

「特別の教育課れJ及び2015年度のLI*，¥/f教育施誠 一7ー



この動きと関連して、「国語」と「外国務Jの次期学習指導要領改訂のためのワーキンググ
ループも立ち上がっているo 1教育課程部会 言語能力の向上に関する特別チームJ(http:// 
www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo03/056/index.htm)である。 2015年10月22日

に第1回目の会議があり、 2016年度内に中央教育審議会として答申をまとめる予定であるo 第

1回目に配布された資料8の「言語能力の向上に|則する特別チームにおける検討事項jによれ

ば、「国語科」及び「外国語科・外国語活動」における言語能力の向上に関する事柄を扱う特

別チームである。同日に配布された資料51学校段階等別・教科等別ワーキンググループ等の

設置についてJの「次期学習指導要領改訂に向けた検討体制」では、「言語能力の向上に附す
る特別チーム」は「国語ワーキンググループ」と「外国語ワーキンググループ」の両方に関わ

る特別チームという位置づけになっている。「言語能力」といっても日本語教育関係者が一人

も参加していないことからも、日本語教育は学習指導要領改訂の動き、ひいては文部科学省の

公立学校における教育活動には組み込まれていないことがわかる。

2016年度予算をめぐる財務省と文部科学省との対立の一つに教員の大幅定員削減があるが、

これに文部科学省が対応するための資料が第102回文部科学省中央教育審議会で提出されてい

る (20日年10月28日)。この中には、「教職員定数に関する考え方①Jの加配定数に関して外国
人児童生徒のための加配教員数も含まれている。

「日本語能力測定方法」については、「外国人児童生徒のためのJSL対話型アセスメント

DLAJのサイト (http://sites.google.com/si te/ dialogidanguageassessmen t/)で、地域での普

及活動が紹介されている。

20日年11月に佐久1[11孝正氏が『多国籍化する EI本の学校 教育グローパル化の衝撃j(虫}Jl.存
者房)を出版していて、後で述べる夜間学校の件など広く問題を扱っていて大変参考になるが、

2014年に出版した『多文化教育の充実に向けてjと比べると、内容が重複していたり、記述が

|時IlIJ的に前後していたりしている点が見受けられ、前著の読後感とは異なるように感じた。

111:年の 12014年度の日本話教育関係施策J(r郎谷大学国際センター研究年報j第24号)で触
れなければいけなかったが、 2014年12月31日発行の『外国人児童生徒の教育体制及び特別の教

育課杭にかかわる調査報告{!::一2014(平成26)年度愛知県内の全54ilflllj"村の自治体編J(愛知l
淑徳大学の小島祥美氏の執筆)は、愛知県内の小中学校の外凶人児童生徒の在籍状況や「特別

の教育課校」の実施状況がわかり、大変に有益であるo 日本語教育関係者による同様の調査が

なく、また日本語教育関係者の論文にも引用されることがないので、ここに紹介しておく。

同様に、 2015年3月にlHされた I外国人児童生徒の教育等に関する国際比較研究報告書j
(同立教育政策研究所、 http://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/seika_digest_h26.html) も、

日本同内の散在地域の日本語指導や諸外国での外国籍の児童生徒の1m題を扱い、大変に有主主な
報告古:である。

20日年7月11日の説真新聞に「日本語指導でソj、・中で連携」という記事が出ている。愛知県

岩倉市や横浜市の学校の取材を通して、小中学校の学習に一貫性をもたせる必要に触れたもの

で、重要な視点といえる。末尾に筆者のコメントも付されているので、参考にしていただきた

し、口

-8一 郎谷大学グローパル教育推進センター研究年制 (2016)第25号



3.教員免許としての日本語教育

筆者は、この数年の文科省の委員会を見ていると「日本語教育」という教員免許状を認定す

る可能性は無くなったと考えているo 以下、時間的な経過を追って、見ていくことにする。

( 1 )教育職員免許法施行規則 (1954年文部省令第26号)

第72条2に「専修免詐状には(中略)当該各号に掲げるいずれかの分野に関する単位を

12単位以上修得した場合は、大学院での専攻に加えて当該分野を記入することができるoJ
とあり、「ニ」に「小学校又は中学校の教諭の専修免許状」の中に「日本語教育」が入っ

ているc この時点では、大学院で日本語教育に関して12単位を修得すれば、「日本語教

育」という専修免許状を授与できることになっていた。この頃「日本語教育」という専

修免許状を出していた大学院があったかどうかを、筆者は知らない。当時の詳しい事情

をご存知の方は、ご教示をいただきたい。 1988年の教育職員免許法の改正により、全学

校種について基礎資格を修士の大学院修了程度 (24単位)とする専修免許状が創設され

た。現在の大学では、1:1本語教育関係の修士課程で所定の単位を修得すると「国語」の

専修免許状が授与されている口

( 2 )教員の資質能力向上特別部会 (2010年10月29H ---2012年6月25日)

2010年12月27日の第8闘の配布資料の「審議経過報告(案)Jの巾でrr専門免許状(仮
称)Jの区分についてどう考えるかJの具体例として「外国人児量生徒に対する教育Jが
挙げられており、「資料2 審議経過報告(案)関連資料」の「学校現場が抱える問題の

状況についてJの'1:1で「日本語指導が必要な外|司人児童生徒数」で小学校・中学校とも
に2.6倍になっていることが示されている。この部分だけを見ると、専門免許状の区分の

中に「外国人児童生徒に対する教育」で日本語指導が取り扱われるのではないかと思い

込む人がいるかもしれないが、これ以降の部会では日本語指導は取り扱われていないD

2012年5月15日にtUされた「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方

策について(審議のまとめ)Jの「現状と課題Jゃ「教員養成の改革の方向性」では「外

凶人児童生徒への対応J、「教員免許制度の改革の方向性」の「専門免許状(仮称)Jでは

「外国人児童生徒教育Jという記述がなされている。そして、 2012年8月28日の「中央教
育審議会答申」として出版された f教職生活の全体を通じた教只の資質能力の総合的な

向上方策についてjでは、「日本語指導が必要な外国人児童生徒数」の図が削除されてい

るむこの段階で、外国人児常生徒の日本語指導を扱う専門免許状関係の記述が無くなっ

た{

( 3 )教職課程の質の保証等に関するワーキンググループ (2012年10月16日---2013年9月6FI) 

教育職員免許法における専修免許状の取り扱う課題を検討するワーキンググループであ

るの 2012年12月121=1の第41IT1の配布の「資料2教職課程の質の保証等に関するワーキン

ググループ検討報告案」に「専修免許状によって保証する資質能力」のーっとして「外

国人児童生徒への対応」が挙げられている。これは、 20日年9月6日の取りまとめでも

一応踏襲されている。

( 4 )教員免許更新制度の改持に係る検討会議 (20131ド9月13日---201411:: 3月11日)

2014年2月18日の第7liilの検討会議で配布された「資料3一l必修領域の見直しと選択

必修領域の内容について(論点メモ)Jで新しい教員免許更新制度で創設された「選択必

「特別の教育課程」及び2015年度の日本I市教育施策 -9-



修領域Jが示されているu その1:1:1の「選択必修領域に位置付けない内容」として三つが
挙げられていて、その一つに「帰国・外国人児車生徒等に対する日本語指導教育Jがあ
る。その説明として、「次の三つの内容は、多くの教育委員会、校長等管理職が、興味関

心のある教員のみが学べばよいと回答しており、議官m-]設者の回答においても、講習の

1m設が困難との回答が比較的多い。これらは、選択必修領域に位置付けない内容とする
ことでよいか。Jと書:かれていて、 2014年3月18日の「教員免許更新制度の改普-について
(報告)Jでは、選択必修領域から外されている口それに対して、「国際教育、典文化理解

放育」は「講習開設者において講習の開設が困離との問答が比較的多いものの教育委員

会や校長等管理職が比較的学ぶ必要性が高いものとして回答しているもの、又は、講習

HfJ設者において講習の開設がl付難との回答が比較的少なく関係者のいずれかがある程度

学ぶ必要性が高いと回答しているものである。これらは、その時々の社会の裂前等を踏

まえ、国において適切に選択し、選択必修領域に設定する内容とすることでよいか。Jと
されており、結果的に選択必修領域に入れられている。以下には、「免許状更新講習に盛

り込むべき現代的な教育課題に関する質問(複数Ir11答)Jでの数値を比較して掲げる。な

お、 aは「国際理解・典文化理解教育」の回答で、 bは「帰国・外国人児1往生徒等に対

する EI本語指導教育」の回答である。

a 

b 

a 

b 

a 

都道府県教育委此会、市町村教育委貝会

全ての教員 多くの教員 興味関心のある教員

66 168 

21 101 

校長等行脚職

全ての教員 多くの教員

116 178 

10 126 

免許状更新講習受講者

学ぶ必要性が!日jい

128 

146 

260 

興味関心のある教員

130 

287 

講習開設者

講習のIJH設が困難

71 

157 

他の項目の数字と比較しても、これらの数字を上述のように解釈するのは、筆者は十分に説

得力を持っているとは思えないo 1111杭の読者の方々は、ぜひ元の資料に当たって検討会議の方

向性が説得力を持っかどうかをチェックしていただきたし、。

それにしても、校長等管理職のH本語指導教育が全教Uに必要とする数字が極端に低いこと

が、「特別の教育課程J導入がうまくいっていないことを示しているのではないかと考えられ
る。また、多くの講習開設者が日本語指導教育の講習の開設が困難としているのは、それぞれ

の地域での日本語教育関係者の存在が知られていない(出を返せば、日本語教打開係者の地域

での活動が低調ということ)ことを示しているのではないかと考えられる。

20日年12月21日の中央教育帯i議会にIHされた「これからの学校教育を担う教員の資質能力の
向一l:tこついて~学び合い、 11.4め合う教貝養成コミュニテイの椛築に向けて-Jでは、「新たな

-lO一 山谷大学グローパル教育推進センター研究年報 (201G)第おり・



教育課題に対応した教員研修・英成Jとして、アクテイプ・ラーニングの視点からの授業改善、
ICTをJIJいた指導法、道徳教育の充実、外国語教育の充実、特別支援教育の充実が挙げられて

いるのみである。

文部科学省は、 2010年以降途切れることなく会議を招集し、公立の小中学校での11本語指導

をカリキュラムや免許状の要件から外してきていることがわかる。道徳のように「特別の科目」

であれば充実に向けての方策も古:てられるが、「特別の教育課程Jではその方策を立てるため
の説得力ある理由付けができなくなってしまったのである。

外国人児武生徒に対する日本三!?指導が公立の小中学校において正規の授業として扱われる

チャンスは何度かあったようにも感じられるが、現時点ではその日はないと筆者は考えている。

この間のFI本語教育関係者の動きの鈍きが、このような状況を招いた原因のーっと筆者・は考え

ている。

4.文教施策としての日本語教育

上記に述べた以外の2015年度の日本語教育関係の文教施策について説明する口

( 1 )教育再生実行会議

20日年3月4日の会議で Ir学び続けるj社会、全員参加型社会、地方おIj成を実現する教
育の在り方について(第六次提言)Jの 12.多様な人材が担い手になる f全員参加型社
会jへ」において、「外国人の子供の教育」が挙げられていて「外国人の子供の適切な教

育環境を確保することが課題になっており、同、地方公共団体は、学校における円滑な

受入れや、一人一人の実態に応じたきめ細かな日本百!?指導のための体制整備、|二!本語指

導が必要な児童生徒を対象としたカリキュラム編成・?だ施など学校生活への適応を阿る

取り組みを進める口その|祭、 11本の文化を体験したり、 j手凶の文化に触れたりして同際

理解を深めることも重要である。Jとされている。
同年11月4日の第32同の会議においても、「新たな検討課題Jでこれまでの学校教育.の
「弱み」の例のーっとして「日本語能力が十分ではない外凶人の子供」が挙げられていて、

インターナショナルスクール関係者の小林りん氏と坪谷ニュウエル郁子氏の拠出資料が

挙げられている。お三人ともインターナショナルスクールで、の外国人児草生徒の受け入

れを前提に意見を述べている〉

小林委日は|司年12月21LIの第331rllの会議において、 1Jt/1¥資料の中で外悶人兇m:!J:.徒の教

育と特別支援学校の児童生徒の教育を「特別の教育課程jとして位置付けようとしてい

るが、これはせっかく外凶人児童生徒のための日本語指導が「特別の教育課程Jとして
扱われることになったことに逆行するものである。かつて、文部科学省で障がいのある

児窓生徒と外国人の児章生徒を一括りで扱っていた時代に反・ろうとする意見で、あり、筆

者は賛同できない。

( 2) 1虫1:の架け橋教室」
2009年度補正予算で、「定住外jJiI人の子供の就学支援事業J(1車1:の架け橋教室J)が37億円
の基金を設置して始まった。これは、文部科学省大刊行局H宝|際諜国際協力企[Ilij宝が所管
していて、国際移住機関が巡包・したものであるが、 |二の1111稿で、も触れたとおり、 20日年

度は 1低円に減額されて続けられているc この報令市:が f文部科学省拠m. IJiIl限移住機

「特別の教ff;l~~れu }えび2015年度の日本li!ほえIt施策 ー 11-



関(10M)実施 定住外国人の子どもの就学支援事業(虹の架け橋事業)成果報告書j

として2015年4月に出されている (http://www.iomjapan.org/ pu blication/kakehasi_ 

repot.cfm) 0 ここでは、不就学のタガログ語(筆者注:rフィリピン語Jと違う意味で使
われているのか不明)の児童生徒の多さと学齢超過の中国語の児童生徒の多さが指摘さ

れており、不就学の児童生徒は圧倒的に東海地方に集中しているという重要な点も報告

されている。また、首都圏では不登校の児童生徒も多いとされている。公立学校に就学

している外国人児童生徒は「特別の教育課程」により日本語指導を受けられるが、ここ

で触れられているような不就学・不登校の児童生徒の地域的な偏りにどう対応していく

かは、今後の大事な問題だと考える。

( 3 )夜間中学校の外国人児童生徒

2015年5月9日の新聞各紙に文部科学省の夜間中学校に!刻する調査結果が公表され、生

徒の8割が外国人という驚きの数字が出た。この調査は、 2015年4月30日に文部科学省

の報道発表として公表された r"1学校夜間学級に関する実態調査について(平成27年5
月)Jである(http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/yakan/index.htm )。この調査の

項目として「生徒の国籍・学年・年齢別生徒数」がある。これによると、夜間中学は、

8都道府県の25市区31校に設世されていて、生徒数は1，849名で、うち81%の1，498名が外

国籍である。「生徒の属性」によると、永住外国人415名、永住外国人以外の外国人959名、

永住・非永住不明の外国人124名、義務教育未修了者344名、日本国絡を有するが海外で

育ったためj手話が「日本」ではない生徒6名、中国帰国者2世で日本に帰化した生徒1

名、不登校等により義務教育を十分に受けられなかった義務教育修了者O名である。年

齢別生徒数では、男子465名中故も多いのが33.3%の15~ 19歳の155名であるが、女子は

年齢が高く、 1.033名中最も多いのが23.7%の60歳以上で、 30歳以上の女子生徒数を合計

すると75.9%の784名となる。なお、ここでの%は、男子全体・女子全体の数を分母にし

ているので、文部科学省の%とは異なる D 国籍別では男女の合計数が示されていて、中

国799名、韓国284名、ベトナム101名、ネパール97名、フィリピン69名、タイ29名、台湾

29名、ペルー 21名、ブラジル18名、インド13名、西アジア諸国8名、インドネシア 7名、

アフリカ諸国6名、ミャンマー 3名、コロンピア 3名、バングラデシュ 2名、パキスタ

ン1名、マレーシア 1名、モンゴル 1名、ラオス 1名、グアテマラ 1名、アルゼンチン

1名、ボリビア 1名、アメリカ 1名、スペイン 1名となっている。「自主夜間中学・識字

講座等〈参加者構成>Jによると、永住外国人688名、永住外国人以外の外国人3，746名で、
7，422名中59.7%を占めていて、こちらも多くの外国人が参加していることがわかる。こ

の件については、 2015年5月20日の衆議院文部科学委只会で民主党の郡利子委員の質問

に、文部科学大臣下村博文氏・文部科学副大臣丹羽秀樹氏・文部科学省初等中等教育局

長小松親次郎氏がそれぞれ答えていて、夜間学校における外国人への対応の必要性を強

調しているo また、超党派で夜間中学等義務教育拡充議貝連盟もできている。議員連盟

の活動については、全国夜間中学校研究会のサイトに載せられている (http://zenyachu.

sakura.ne.j p/ pu blic_h tml/ defaul t.h tml) 0 この動きを受けて、 20日年度要求・要望額の資

料「中学校夜1111学級の充実・改善への取組事業」に4，400万円計上され、この事業の説明

の中に「夜IIU学級サポートチーム設置」という項目があり、「日本語指導に|期する専門的

観点からの指導」という文言が掲げられていた。しかし、予算額の計上の段階では、額
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自体が1.000万川に減額されて、その説明にも「サポートチーム」や「日本語指導」の文

言はなくなっている。これ以降、従1111学校の充実という新聞記事は散見するが、外国人

に対する支援の記述はなくなり現在に至っている。生徒の8ilr'IJが外国人なのに、このま

まそれらの人への支援の動きが無くなるとすれば問題である。

5. 技能実習生の受け入れ

この部分は、上述した拙稿 i2014年度の日本語教育関係施策」の i5.外国人技能実習制度

に介護分野や建設分野の追加検討」の統杭である。

日本語教育学会は、 20日年4月6Uに「技能実背生としての外国人介護人材受入れにおける

日本語要件と日本語教育に|刻わる要望書:JをlBした。これは、 20日年2月61JにlHした会長声
明とほぼ同じ内容で、否定的な表現が「要望項目」として i~: き換えられただけのものであるの

で、~"j望者の意見は上掲の論文に書いたことと変わりがな1， \0 そして、この学会の要望書提出に

もかかわらず、技能実~'N生受け入れ拡大の方針は日本語教育関係者の関知しないところで着々

と進んでいる口

このI時期で最も注IJすべきは、 20日年9)j 15日に出された「第5次出入凶基本計画」であろ

う。「緊急に対応が必要な分野等における外Ijtl人の受入れ」では、建設分野・造船分野・製造

業における海外子会社等従業員の受入れ」が挙げられている。また、「経済成長に寄与する人

材の受入れ」では、 i2014年6月に閣議決定された f日本再興戦略2014Jにおいても、介護分
野における外国人の受入れが盛り込まれた。そこで、我が凶の大学等を卒業し、介護福祉士の

国家資格を取得した外l五l人留学生について、在官資格を拡充し、就労を認めていく」としてい

る口ちなみに、日本語教育関連では、「外国人との共生社会の実現に向けた取り組み」で「外

凶人本人及びその'iif向者の日本語教育、外国人の子どもの教育や社会保障、外国人の就業支援J
が挙げられている。

これに応じて、同土交通省海事局船舶産業課と海洋・環境政策謀で「造船業・海洋産業にお

ける人材確保・育成方策に関する検討会」が立ち上げられ、同省土地・建設産業課建設市場整

備課では、「建設分野における外国人材の活用に係る緊急titi町」が講じられている。

技能実習生とは異なるが、内閣1M地方創成推進室では凶家戦略特区として「外l可人家事支援

人材Jの受け入れに|刻するパブリックコメントへの意見募集を行い、 20日年12月15日に神奈川

県において外国人家事支援人材の受け入れ実施を決定している口その受け入れ要件は「必要最

低限の日本語能力」という陵昧な表現をとっており、これに関して、残念ながら日本語教育関

係者からは何の意見も出ていないu 日本経済新聞のIfiJ年9月10日の記事によると、政府は大阪

府の「外国人による家事代行Jの指針案をまとめたとあるりまた、同年9月9日のSankeiBiz
の記事-によると、パソナ・ダスキンが外1í~1人家事代行サービスへ参入するとある。

そもそも、この技能実習制度は国際述合白山規約委員会やアメリカの国務省人身取引監視対

策部から人身売買にあたると指摘されている制度である。 LI本政府は「国際的な組織犯罪の防

止に!則する国際連合条約」を締結していないから「人身取引議定書Jも締結に至っていないと
したが、 2005年の刑法改正で罰則を創設・終備して人身売買は処罰の対象となった。 20日年5

月8日に第 1[~Iの「人身取引対策推進会議」が聞かれて、初めて「外国人技能実判制度の抜本

的な見直しによるilJlj皮の適正化Jが検討され、 2015年3月6日の第189国会に「外国人の技能
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実習の適正な実施及び技能実判~I:.の保護に関する法律案J が提出された。しかし、 2016年 1 月

25日現在、まだ成立していない。

2016年1月21日の朝日新聞の記事によれば、技能実習生の労働災芥が増えているので、外国

人の「母国利iJ(常者注:i時計i-Jとすべき)の教材を作るために2016年度予算に 11;な2千万円

を計上したという。今までの日本語指導のやり方では今後予想される技能実習生の榊力11に対応

できないので、日本語を使わなくても現場の但メJ~ができるようにしたいという要望があったの

であろう。しかし、母語の教材を渡しただけで、現場の仕事がこなせるようになるとは筆者に

は思えない。この点でも、現場における日本語指導の有効性が問われることになったのであるu

ちなみに、概算要求項目では「外国人技能実習制度の適正かつ円滑な推進に関する経~llJ とい

う事業名で、厚生労働省職業能力開発局海外協力説企画調整係が担当している口

なお、従来どおりのEPAによる20日年度の看護削j・介護福祉士候補者の受け入れ数を以下に

掲げる。

インドネシア

フィリピン

ベトナム

看護師候補者

66 

75 (1) 

14 

介護福祉士候補者

212 

218 (3) 

138 

( )内は、日本語能力試験N2相当以上の能力を持っている数で、内数である。この人たち

は、 6か月の日本語研修免除者であるo

ちなみに、技能実習生やEPAで受け入れる介護福祉士候補者は、共に厚生労働省社会・援護

局福祉基盤課が扱う。このような矛盾した制度で受け入れを行う部署-はこの事態をどのように

感じているのであろうか。

なお、外国人操縦士が日本で就労する場合に必要な飛行時mJ数が1.000時間以上から250時間
以上と条件が緩和され、採川のハードルが下げられていることも上述の流れとi桃をーにするも

のである口

これらの問題については、以下の論考がある。

-安里布l児;i安倍政権下における家事労働者の導入についてJ(f生活経済政策J209号、生
活経済政策研究所、 2014年6月)

-青木千針子「外国人家事労働者の受け入れに|則するジェンダ一政策としての課題J(r日本
大学IJtll祭関係学部生活科学研究所報告J、日本大学国際関係学部生活科学研究所、 2014年)
・奥島美夏「インドネシアの労働者送り出し政策と法J(f東アジアにおける移民労働者の法
制度j、アジア政策研究所、 2014年3月)

-奥島美夏「保健医療人材のアジ、ア域内移動 !予胃J(fアジア研究.]60巻2号、 20日年 1月
10日)

-奥島美r1iインドネシア人看護婦の送11¥政策の変遷と課題J(rアジア研究J60巻2号、
2015年l月10EI) 
-長谷部美H~ i外国人家事労働者受け入れをめぐる問題点J(fクアドランテJ17号、束京外
国語大学海外事情研究所、 20日年3月31LI) 

-旗手IYJi本栴化する外凶人労働者受入れ政策 (J:)、(下)Jrー怖大学フェアレイパー研究
教育センター.]No.l8/1O、 No.l842、20日年5月、 6月)
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-三俣真知子「技能実習制度の立法化と入管法の改正J(r立法と調査jNo.365、参議院事務
局企岡調整室、 20日年6月)

・上林千忠子 f外凶人労働者受け入れと l二l本社会.] (東京大学lH版会、 2015年3JJ311二1) 
・国際研修協力機構編『外lJiJ人校能実習・研修事業実施状況報告.] (凶際研修協力機構教材

センタ一、 2015年9月)

6. おわりに

本稿では、まだまだ扱いたい羽日が多くあるが、紙幅の関係で割愛せざるをえなし、。以下に

扱いたかった項日名と簡単なコメントを付ける。

・移民・難民IBJ題における日本話教育の役割j

外務省総合外交政策局人権人道課担当の予算(事業名は「第三同定住による難民の受入れJ)

で、文化庁所??の日本語教育~JV業として2016年度は予算上301'，を対象として、 572時間( 1 

授業時間は45分) 4クラスれ皮の日本語教育を行うことになった。文化庁は、条約難民にた

いしても日本語教育を行う。

・グローパル人材育成の問題点

20日年6月22日の第22回産業競争力会議の配布資料に「グローパル化等に対応する人材力の

強化Jがある。 2015年8月21日の総務省報道発表資料として「グローパル人材育成に資する

海外子女 .M凶子女等教育に|則する実態調査(結果に基づく納行>Jがある。 20日年3月17
日に日本経済I.)j体連合会の rrグローバル人材の育成・活用に向けて求められる取り組みに
関するアンケートj主要結果Jが発表されている。駒井洋氏駅修の rrグローパル人材」を
めぐる政策と現実J(明石吉山、 2015年)は、参照すべき書:持である。『中央公論J20日年7

月号の「外凶人教員から見た11本の大学の奇妙なグローバル化Jという記事が大変興味深
かった。この記事の執筆者の一人のジェルミー・ラプリ一氏の「真のグローパル大学は」と

いう記事が、朝日新聞20日年11H 12日に/Uている。

・中国残留邦人の現在

平井美帆氏の r'l:1国残官孤児70"j_:の孤独J(集英社インターナショナル、 201以下)で中同残
Wi法人2"111:3 111:の現実が拙かれている υ 日本語教育関係者は、初JUJの日本語教育が終われば
もう関心はないと考えているのであろうかo 1 111:についても、 rl'国帰国者支援・交流セン

ターが fll' l!l 残切手1; 人聞き iq: き j 第 1 集~第 5~をホームページで公開している (http://

w¥vw.sien-cen ter.or.j p/ news/kikikiki02.h tml) 0 

・文化審議会同li!?分科会日本語教育小委員会の)j向性

20日年8月2711に、地域における LI本語ボランティアについて rtI '11lJまとめ」をlI¥しているひ
日本語教育関係者は、 2014iド1JJ 31日に/Uされた[IIJ委員会の「日本語教育の推進に当たっ
ての主な論点に関する意見の幣JlHについて(報告)Jという膨大な資料を使ってエピデンス

という視点から将来構想を示すべきだと本者は考えている口エピデンスについては、寺~n

拓敬氏の iTなんで英語ゃるの?Jの戦後史j(研究社、 2014年)十 rr日本人と英語」の社
会学j(研究社、 2015年)が大いに参考になるり~:沢氏のサイトで紹介されたDavid Block、

John Gray、MarnieHolborow各氏の“Neoliberalismand J¥pplied Linguistics" (Routlege、

2012年)も参照すべき古:~rfiである。なお、久保川屯子氏著、奥川 IJ)J1ft氏監訳の[グローパル
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化社会と言語教育J(くろしお出版、 20日年)Jは、日本の英語教育を考えるのには、示唆に
富む書籍である。義永美央子氏・山下仁氏編の『ことばの「やさしさJとは何かJ(三元社、
20日年)も/1¥ている。

-国立大学法人の改革

20日年6月8日の「国立大学法人等の組織及び業務全般の見直しについて(過去II)Jを見て、

全国の国立大学法人に激震が走った。その後、下村・馳各文部科学大臣が説明不足だと言っ

たが、 2016"IC:1月に至っても取り消さないところをみると、この方向で「改革」が進むよう

である。 rll'央公論j2016年2月号には、馳ii'f文部科学大臣の「国公私立大学の枠を越えた
統廃合も視野」というインタビュー記事がIHている。この点に|則しては、日比嘉尚氏の『い
ま、大学で何が起こっているかJ(ひつじ1':=房、 2015年)が出ているが、筆者には室井尚氏
の『文系学部解体J(角川新:il~: 、 2015年)のほうが事実関係を丹念に追っていて参考になっ

た。

・アイヌ・在日コリア.jljl制問題における人権

さらには、インドシナ難民やブラジル・ペルー・フィリピン日系人の言語習得や受け入れ環

境の整備の問題などは、何一つ解決しないままである。日本語教育関係者の実態調査に基づ

いた発言が望まれる。

※筆者が担当していた龍谷大学の交換留学生と悦学生別科の授業が20日年度で打ち切りとなっ

たため、筆者が苫:く論文としては、この論文が池谷大学の紀要等に書く最後のものとなった。

今後は、他の媒体を使つての発言継続を考えている。
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